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６月議会の一般質問（６月２１日）から

【質問の前文】

明日２２日、参議院選挙が公示されます。７月１０日の投票日まで１８日間ほどの選挙戦が繰り広げられます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
安倍政権は、国民多数の民意に背いて、私達の市民生活にも影響を与える｢５つの大罪｣を犯してきたと言われています。
（１）憲法違反の安保法制＝｢戦争法｣を強行し、立憲主義を根底から破壊した　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）破綻した｢アベノミクス｣で、日本経済と生活を深刻な危機に陥れている　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）｢国会決議｣を無視して、ＴＰＰの強行をはかろうとしている　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（４）福島原発事故が収束しないもとで、原発の再稼働と輸出へ暴走している　　
（５）沖縄県民の意思を無視し、辺野古へ新基地建設を押しつけている 事です。
社会保障費の削減路線も酷いものです（裏面参照）。介護、医療、年金、子育て、生活保護など私たち市民生活にも直結しています。
なかでも特徴的なのは、安倍首相は「改憲」を隠し、経済政策「アベノミクス」を更に加速させる事を争点とし、露骨な野党攻撃を行っている事です。
野党もちゃんと対案・政策を持っており提案しています。今度の選挙から１８歳以上の方も参政できるようになる最初の選挙です。各党・各候補者の政策・主張を十分理解し、是非、投票にいって頂けるようお願いします。
国の言う「地方創生」（ローカルアベノミクス）で本当に良いのでしょうか。今の伊藤市政で市民の意見は汲み上げられているのでしょうか。
伊藤市長は、「中央集権型から全員参加型の市政に」と言いますが、進めている「地方創生」は「中央集権型」ではないでしょうか。
伊藤市政で「市民の意見の汲み上げ」はどうなっているのでしょうか。市政の運営の中身は「中央集権型」であり、市の方針の決定は、とても「全員参加型」で行われているようには思えません。
今回、この２点について「一問一答」で質問します。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
１、地方創生に関して（国の施策を憂う)
（1） 国からの言いなりで良いのか

1 昨年度の交付金１７事業（先行型１６、消費喚起型１）の実施状況について、４つの柱（①

地方での雇用の創出、②地方への人の流れをつくる、③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる、④まちづくり・地域連携・小さな拠点の形成）の観点から評価して、報告を。
【答弁】「全員参加型プラットフォーム推進事業」では、３つの新商品を開発できた。「観光ＰＲ等推進事業」「インバウンド環境整備事業」では、ジュニアサミットに間に合うように環境を整えることができた。「プレミアム商品券事業」で市内の経済活性化を図ることができた。

2 今年度の「加速化交付金」２事業（国際観光まちづくりKUWANA、桑名竹取りプロジェクト）
の実施状況の報告を。「地方創生推進交付金」の予定は。
【答弁】事業の調査・分析業務を兼ねるコンサルティング業者を選定したところ。「地方創生推進交付金」は、現在のこの２つ事業に全力で取り組んでおり、今後検討していきたい。

3 この様な施策・事業を続けて「地方創生」はできるのか。
【答弁】地域内における経済の好循環や雇用創出による地域活性化のためには、確実な基盤づくりが求められている。今後成果が表れてくるものと考えている。
２、市民の意見をどう汲み上げていくのか（伊藤市政を憂う）　　　　　　　「駅周辺土地利用構想懇話会」「子ども・子育て会議」「学校教育あり方検討会」「上下水道事業経営審議会」の４つの「委員会」について
（1） 駅周辺の都市計画について
① 土地利用と立地適正化について（税金は誰のために使うのか）。
【答弁】将来の人口減少や超高齢化社会に対応するため、主要な駅や公共施設周辺など都市機能が集積された拠点を活かし、コンパクトで持続可能な都市の構築を目指す。
② 税金で建てる「駅舎」は何故公開されないのか。
【答弁】駅舎に関する機能や配置等については、各鉄道事業運営上の企業情報並びに、鉄道運営上の安全情報に該当するので、桑名市の条例により非開示としている。
③「駅周辺土地利用構想懇話会」は何故公開されないのか。
【答弁】各有識者から自由な意見交換の上、助言・提言をもらうことを前提に意思形成確保のため非公開にしている。素案ができたら市民に諮っていく。（裏面へ）
（2） 子ども子育てについて
① 幼保一元化の議論はどうなっているのか。
【答弁】公立の認定こども園は当分の間凍結ですが、幼稚園・保育所は相互間で派遣交流、人事異動を行い、研修会など行っている。
② 昨年度「子ども・子育て会議」は何をやってきたのか。
【答弁】３回行い、１回目は事業計画の概要、会議の役割、重点施策の取組について説明。２回目は分科会で意見を頂く。３回目は事業進捗の報告と認定こども園設置の凍結について報告。
③ 今年度第１回の会議の報告を。
【答弁】議題は「認定こども園設置の凍結に至る経緯及び子ども・子育て会議のあり方について」。運営の不手際をお詫びし、改めて凍結について報告。委員から多くの意見を頂いた。
4  委員との間に信頼関係はあるのか。今後どうするのか。
【答弁】委員の意見を聞きながら、委員会と行政が一緒になって築き上げてきた過程をしっかりと受け止め、今後の会議でも意見を頂き、市民に周知を図っていく。
（3） 学校の統廃合について
① 「学校教育あり方検討会」の進め方について（小中一貫校前提で良いのか）。
【答弁】市において小中一貫教育を推進する主な理由は、①学力・学習意欲の向上、②小学校から中学校への滑らかな接続、③小規模校への対応、④老朽化の進む学校施設への対応、⑤教員の意識改革と指導力向上、の５点。市に合った形でどのように取り入れていくか議論する。
② 地域の声、教職員の声をどう取り上げていくのか。
【答弁】選ばれた委員で、幅広く学校教育に関して意見を頂ける。小６、中１、教職員、市民にアンケートを実施する。
③ ＦＭ（公共施設の計画管理）優先ではないか。
【答弁】小中一貫教育を推進する事は９年間を見据えた教育を行うことができ、児童生徒だけでなく教職員、更には保護者、地域にとっても良いものになると考えている。全庁的に小中一貫教育について推進していきたい。

問題点　検討会の「所掌事務」は、「教育委員会の諮問に応じ、望ましい学校教育環境のあり方について調査及び審議を行い、答申する。」となっており、検討会への諮問内容は①桑名市における小中一貫教育について、②小規模校への対応について、③中学校区を基本とした地域毎の学校施設の具体的な形態について、の３点です。ところが、すでに教育委員会は小中一貫を前提で話を進めています。
４番目の、「上下水道の料金値上げについて」は、委員会で質問し確認しました。

1 「上下水道事業経営審議会」の委員構成（市の指針（６５歳まで）からも高齢者が多い。
見識が高く適任者と言うが、上下水道に理解のない人が多い。)
【答弁】今後充分留意する。

2 住民への説明は何時やるのか
【答弁】改定条例（値上げ案）を提出する前に、住民説明会を開催する。
参議院選挙の争点 社会保障 削減を許さず拡充へ
「戦争法」の強行など「戦争する国」づくりの道を突き進んでいる安倍政権は、消費税増税を国民に押し付けるとともに、医療、介護、年金などの社会保障改悪を連続して実行し、国民の暮らしにも深刻な影響を広げています。　　　　　　　　                                                            ｐ日本世論調査会が実施した「暮らし意識」調査では現在の社会保障が「安心できない」という回答が７割を超えました。参議院選では、社会保障切り捨ての安倍政権と自民・公明の与党に審判を下し、安心できる社会保障を実現する転機にしていくことが重要です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍政権は選挙を控え、「１億総活躍社会」を掲げ“子育てや介護の不安をなくす”などと盛んに宣伝しています。しかし安倍政権が実際にやってきたのは、社会保障の土台を揺るがす制度改悪と予算の削減でした。安倍首相が政権復帰後に編成した４回の予算で、高齢者人口の増加などに伴って増加する「自然増」を総額１兆３２００億円も無理やり削り込みました。その結果、年金、医療、介護、保育、生活保護など各分野で負担増と給付カットが繰り返され、暮らしに重くのしかかっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐその一つが、介護保険制度の大改悪です。① 要支援１と同２の利用者を対象にした訪問介護・通所介護を保険給付から外し、在宅介護利用者に苦難を強いる。② 特別養護老人ホームの入所基準を要介護３以上に厳格化し、「軽度」の待機者を締め出す。③ 一定所得以上の利用料を初めて２割負担にする。これまで自民党政権がやろうとしてもできなかった介護制度の改悪を次々と強行してきたのが安倍政権です。昨年は、介護報酬を過去最大規模で引き下げ、介護施設の経営を困難に追い込み、現場の職員不足に拍車をかけています。こんな事態を引き起こしておいて、なにが「介護離職ゼロの実現」なのか。真剣に介護の現状を打開するというのなら、これまですすめてきた制度改悪と削減路線を、まず中止・撤回すべきです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ生活に困窮した国民の「最後の安全網」とされる生活保護制度を目の敵にしてきたのも安倍政権です。生活扶助費や住宅扶助費の大幅な削減を行ったり、生活保護の利用要件を厳しくしたり、いずれも憲法２５条が保障する生存権の重大な侵害です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ年金支給額のカット、高齢者の医療費窓口負担の引き上げ、保育料の負担増など安倍政権による暮らし破壊は深刻です。社会保障を「お荷物」扱いし、国民に「自助」「自立」を迫る安倍政権による社会保障解体の暴走にストップをかけなければ、国民生活はとても成り立ちません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                    ｐ日本の社会保障が危機なのは、国にお金がないからではありません。税金の使い方が間違っているからです。安倍政権は社会保障を痛めつける一方で、軍事費は４年連続で増額させるなど無駄と浪費を続けています。政治の姿勢を抜本的にかえることが急務です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍政権が、消費税再増税を延期するので社会保障のすべての充実はできないとして、社会保障削減をさらに加速しようとしていることは重大です。大企業、大資産家を優遇する減税をあらためるなど、消費税に頼らない財源を確保して、暮らし優先の政治へ切り替えていくことこそ必要です。　　　　　　　　　　　　　                                            　　ｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐ（しんぶん赤旗６月１５日主張より）
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース


�

















Ｎｏ．２６１　　　　２０１６年　　６　月　３０　日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５













































































